
 

 

 

 

 

 

１．解体工事における低入札価格調査制度の適用範囲の拡大 

  これまで予定価格 1,000 万円以上の解体工事について、低入札価格調査の 

対象としていましたが、予定価格 200万円超の解体工事を低入札価格調査の 

対象とします。※解体工事以外の取扱いに変更はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．解体工事が低入札価格調査の対象となった場合の取扱い 

   調査対象となった最低価格の応札者について、以下の基準に基づき調査を 

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予定価格 200万円超～1,000万円未満 1,000万円以上 

発注方式 指名競争入札 条件付一般競争入札 

低入札 

対策 

現

行 

解体工事を対象にした制度な

し 

低入札価格調査制度 

改

正

後 

低入札価格調査制度 

令和８年８月１日より 

建設工事の低入札価格調査制度が変わりました 

不落札 

以下の二つの項目を全て満たすか。 

①直接工事費と共通仮設費の合計額について 

応札額が設計金額の 75％以上あるか。 

②現場管理費と一般管理費の合計額について 

応札額が設計金額の 45％以上あるか。 

最低応札者へのヒアリング 

ＹＥＳ Ｎｏ 

適正な業務

の履行可能 

落札候補者 

適正な業務

の履行不可 

改正 



３．調査基準価格の算式の変更 

これまで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和８年８月１日から 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．適用年月日 

   令和８年８月１日以降に入札公告又は指名通知するものから適用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本制度に関するお問い合わせ】 

周南市 契約監理課 工事担当 

ＴＥＬ：０８３４－２２－８４２５ 

・直接工事費の額 × １０／１０ 

・共通仮設費   ×  ９／１０    

・現場管理費の額 ×  ９／１０    

・一般管理費   ×  ７／１０    

左記(小数点以下切捨)を合計して、 

千円未満を切り捨てた金額を 

調査基準価格として設定します。 

・直接工事費の額 × １０／１０ 

・共通仮設費   × １０／１０    

・現場管理費の額 ×  ９／１０    

・一般管理費   ×７．５／１０    

左記(小数点以下切捨)を合計して、 

千円未満を切り捨てた金額を 

調査基準価格として設定します。 



低入札価格調査制度に関する注意 

 

令和８年８月 

 

市が競争入札により発注する建設工事の請負契約締結にあたり、その適正な履行を確保する

ため、「契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるか」または「契約締結することが公

正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあるか」等を確認するために、低入札価格調査を実

施しています。 

低入札価格調査制度（以下、「本制度」という）の対象となる入札に参加する場合は、本注意 

及び「周南市低入札価格に関する事務取扱要綱」、並びに「周南市低入札価格に関する事務取扱 

要綱運用要領」を必ずご確認のうえ、入札に参加してください。 

 

◆本制度の対象工事 

 低入札価格調査の対象となる工事は、以下のとおりです。 

（１）予定価格が 1,000 万円以上の建設工事 

 (２) 解体工事 

 (３) 総合評価方式により執行する建設工事 

 (４) 入札執行者が特に調査が必要と判断したもの 

 

◆低入札調査基準価格の算式 ～調査対象となるかの基準額～ 

低入札調査基準価格を下回った場合、低入札価格調査を実施します。その算式は、以下のと

おりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「直接工事費の額」及び「現場管理費の額」については、以下のとおり設定します。 

（直接工事費の額） ・土木系工事：直接工事費 

 ・営繕系工事：直接工事費－現場管理費相当額 

（現場管理費の額） ・土木系工事：現場管理費 

 ・営繕系工事：現場管理費＋現場管理費相当額 

（現場管理費相当額） 直接工事費 × 0.1 または 0.2 

 ※係数（0.1または 0.2）のどちらを採用するかは、入札公告等と 

あわせて配付する本制度についての資料に記載しています。 

・直接工事費の額 × １０／１０ 

・共通仮設費   × １０／１０    

・現場管理費の額 ×  ９／１０    

・一般管理費   ×７．５／１０    

左記(小数点以下切捨)を合計して、 

千円未満を切り捨てた金額を 

調査基準価格として設定します。 



◆数値的判断基準について ～工事費内訳書の内容についての調査基準～ 

低入札価格調査の対象となった場合、以下の数値的判断基準に基づき調査を実施します。 

 （１）土木一般工事及び営繕系工事（解体工事を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※アの審査にて、50％未満の工種がある場合は、ヒアリング等の追加調査を実施します。  

ただし、次に掲げる工事（以下、「機械設備等工事」という）については、数値的判断 

基準による調査の対象外となります。機械設備等工事における低入札価格調査はヒアリ 

ング等により実施します。その詳細につきましては、調査対象者に対し、個別に通知し 

ます。 

・土木系機械設備工事 

・土木系電気設備工事 

・営繕系機械設備工事のうち直接工事費に占める機器単体費の割合が 10 分の 3以上の工事 

・営繕系電気設備工事のうち直接工事費に占める機器単体費の割合が 10 分の 3以上の工事 

 

 （２）解体工事 

 

 

 

 

 

 ※ア及びイの両方の審査を満たした場合は、ヒアリング等の追加調査を実施します。 

  ア及びイの両方の審査を満たさない場合は、不落札となります。 

 

 

 

 

 

 

ア 以下の工種ごとの金額が、設計金額の 50％以上であること。 

 （土木系工事：工種（レベル２）、営繕系工事：科目） 

 ※その設計金額が 100万円未満のものは除く。 

イ （直接工事費＋共通仮設費）は設計金額の 80％以上であること。 

ウ （現場管理費＋一般管理費）は設計金額の 45％以上であること。 

エ 共通仮設費率計上分は、設計金額の 50％以上であること。 

オ 共通仮設費積上分は、設計金額の 50％以上であること。 

ア （直接工事費＋共通仮設費）は設計金額の 75％以上であること。 

イ （現場管理費＋一般管理費）は設計金額の 45％以上であること。 



◆判断基準額の算式 ～入札価格のみで判断し、不落札となる額～ 

市が設定する判断基準額（失格ライン）の算式は、以下のとおりです。ただし、上記機械 

設備等工事及び解体工事については、判断基準額は適用しません。 

なお、判断基準額を下回る金額の入札は、不落札とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低入札調査基準価格 × ０．９８ 

【本制度に関するお問い合わせ】 

周南市 契約監理課 工事担当 

ＴＥＬ：０８３４－２２－８４２５ 


